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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第38期

第３四半期連結
累計期間

第39期
第３四半期連結
累計期間

第38期
第３四半期連結
会計期間

第39期
第３四半期連結
会計期間

第38期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 83,034,05279,421,91329,532,57529,019,738120,208,344

経常利益（千円） 4,011,6006,140,8441,882,3702,909,1347,042,185

四半期（当期）純利益（千円） 1,532,6092,111,292677,5641,061,6561,925,270

純資産額（千円） － － 22,405,81425,538,55722,972,913

総資産額（千円） － － 120,348,996134,429,905119,624,601

１株当たり純資産額（円） － － 398.62 451.17 409.28

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
32.02 44.12 14.16 22.18 40.23

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

自己資本比率（％） － － 15.9 16.1 16.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
3,052,064△4,923,943 － － 7,592,683

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,216,345△3,086,886 － － △3,525,606

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△2,094,75212,611,930 － － △2,987,592

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 16,641,21923,497,73119,042,367

従業員数（人） － － 3,007 3,081 2,960

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 3,081(1,746)

　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、嘱託社員を含む）は、当第３四半期連結会計期間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 95 (20)

　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（パートタイマー、嘱託社員を含む）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【契約、受注状況及び販売状況】

(1）受注高、完成工事高、繰越高及び施工高　

　建設事業の受注高、完成工事高、繰越高及び施工高は、次のとおりであります。　　　　　　　　　　

種別

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前期繰越高
（千円）

当期受注高
（千円）

計
（千円）

完成工事高
（千円）

次期繰越高
当期施工高
（千円）

手持高
（千円）

うち施工高（千円）

                     ％         

 一般住宅 2,586,558236,8802,823,4391,048,3791,775,0601.2 21,805369,640

 賃貸住宅 53,015,5264,766,82357,782,3498,763,92749,018,42111.35,517,2398,043,022

 その他 6,358,132751,8377,109,9701,232,4315,877,53822.51,321,8471,712,023

計 61,960,2175,755,54167,715,75911,044,73856,671,02012.16,860,89210,124,687

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前期繰越高
（千円）

当期受注高
（千円）

計
（千円）

完成工事高
（千円）

次期繰越高
当期施工高
（千円）

手持高
（千円）

うち施工高（千円）

                     ％         

 一般住宅 2,428,390577,4533,005,844678,7892,327,0550.7 17,1811,889,677

 賃貸住宅 49,268,6896,613,83355,882,5237,515,01848,367,5050.5 225,05117,756,809

 その他 4,327,148746,3105,073,4591,458,7933,614,6658.4 304,0023,425,903

計 56,024,2297,937,59763,961,8269,652,60154,309,2251.0 546,23623,072,390

（注）１．前期以前に受注したもので、契約の更新等により受注額に変更のあるものについては、当期受注高及び次期

繰越高の手持高にその増減を含んでおります。 

２．次期繰越高の施工高は、未成工事支出金により手持高の施工高を推定したものであります。

３．当期施工高には、分譲不動産事業の分譲建物にかかる施工高は含まれておりません。

４．当期受注高、完成工事高、次期繰越高、並びに当期施工高には、消費税等は含まれておりません。

５．「その他」は、店舗、倉庫等のほか、リフォーム工事等の少額受注であります。　
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（2）契約及び販売状況

分譲不動産事業の契約及び販売状況は次のとおりであります。　

種別

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

前期契約残高 当期契約高 当期販売高 当期契約残高

数量
金額

 （千円） 
数量

金額
（千円）

数量
金額
（千円）

数量
金額

 （千円） 

 戸建住宅 24 1,108,9736 276,67614 664,35016 721,299

 マンション分譲 7 312,486－ － 7 312,486－ －

賃貸住宅　 － － 1 537,1001 537,100－ －

 土地 1 60,000－ － － － 1 60,000

 その他 － － － 345－ 345－ －

 合計 32 1,481,4597 814,12222 1,514,28217 781,299

種別

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

前期契約残高 当期契約高 当期販売高 当期契約残高

数量
金額

 （千円） 
数量

金額
（千円）

数量
金額
（千円）

数量
金額

 （千円） 

 戸建住宅 3 130,4657 326,0893 92,9907 363,564

 マンション分譲 12 449,56913 512,4161 27,87724 934,107

 土地 － － 2 23,600－ － 2 23,600

 その他 － － 1 1,103,4211 1,103,421－ －

 合計 15 580,03423 1,965,5265 1,224,28833 1,321,271

（注）１．当第３四半期連結会計期間の「その他」は、主に東京都中央区のＰＦＩ事業「中央区立人形町保育園等複合

施設整備等事業」であります。

　　　２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。　
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(3）セグメント別販売実績

　セグメント別の販売実績につきましては、次のとおりであります。

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しておりますが、適用後の報告セグメントは従来の事業の種類別セグメントの区分方法及び測定

方法と同一でありますので、前年同四半期比を記載しております。

　なお、各事業とも、当社の営業店舗等において最終需要者に対し直接に販売、工事請負契約の締結並びに役務の提

供を行っております。　　

セグメントの名称

前第３四半期連結会計期間　
（自　平成21年10月１日　
至　平成21年12月31日）　

当第３四半期連結会計期間　
（自　平成22年10月１日　
至　平成22年12月31日）　

 

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

前年同四半
期比（％）

 一般住宅 1,048,3793.5 678,789 2.3 64.7

建設事業 賃貸住宅 8,763,92729.7 7,515,01825.9 85.7

 その他 1,232,4314.2 1,458,7935.0 118.4

計 11,044,73837.4 9,652,60133.2 87.4

 不動産受取手数料 3,265,85611.1 3,340,97111.5 102.3

仲介・賃貸管理事業 メンテナンス売上 3,354,79911.4 3,697,44412.8 110.2

 賃貸収入 6,622,88022.4 7,120,94824.6 107.5

計 13,243,53644.9 14,159,36348.9 106.9

 戸建住宅 664,350 2.2 92,990 0.3 14.0

分譲不動産事業 マンション分譲 312,486 1.1 27,877 0.1 8.9

 賃貸住宅 537,100　 1.8 －　 － 0.0

 その他 345 0.0 1,103,4213.8319,301.0

計 1,514,2825.1 1,224,2884.2 80.8

その他事業 3,730,01812.6 3,983,48413.7 106.8

合計 29,532,575100.029,019,738100.0 98.3

　（注）１．建設事業「その他」は、店舗、倉庫のほか、リフォーム工事等の少額受注であります。

２．分譲不動産事業「その他」は、主に東京都中央区のＰＦＩ事業「中央区立人形町保育園等複合施設整備等事

業」であります。

３．販売実績金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間における我が国経済は、新興国を中心とした世界経済の回復により緩やかに持ち直しつ

つありますが、円相場の高止まりや雇用情勢・所得環境が安定しないことによる個人消費意欲の停滞などにより、本

格的な景気回復には、まだ時間を要する状況にあります。

　こうした環境の中、当社企業グループにおきましては、引き続き安定収益基盤となるストックビジネスの拡充に努め

てまいりました。「土地有効活用」・「不動産仲介」・「不動産管理」を中心に「ワンストップサービス」にて、グ

ループ各社のサービスをご提供する事により、不動産管理物件数も順調に推移しております。またグループの「総合

力」をご評価いただいたこともあり、「神田東松下町民間住宅等開発事業」（東京都千代田区）や「成田駅東口再開

発事業」（千葉県成田市）などの開発事業者として選定を受ける事も出来ております。不動産仲介業を中心に展開し

ている海外拠点は、シンガポールで初めての日本企業100％出資の不動産仲介会社を11月に設立し、16拠点となってお

ります。今後も日本企業が積極的に進出していくエリアを中心に展開していく事により、国内だけでなく国外におい

ても法人取引のさらなる基盤作りに努めてまいります。

　不動産管理物件数は、平成22年12月末現在、アパート・マンション管理戸数101,510戸、月極め駐車場台数84,584台、

時間貸駐車場「ナビパーク」の運営は26,440台、企業の社宅管理代行業におきましては住宅40,055戸、駐車場3,612台

（受託企業数163社）を受託、これに分譲マンション管理戸数3,185戸、24時間緊急対応サービス「アクセス24」受託

戸数201,023戸を加えますと、住宅345,773戸、駐車場114,636台となり、ビル・施設管理件数も951件となりました。ま

た、不動産営業店舗「ピタットハウス」は、平成22年12月末現在で全国396店舗のネットワーク(スターツグループ店

99店舗、ネットワーク店297店舗)となりました。

　当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高290億19百万円（前年同期比1.7%減)、営業利益33億円（前年同期比

56.7%増）、経常利益29億９百万円（前年同期比54.5%増）、四半期純利益10億61百万円（前年同期比56.7%増）となり

ました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①建設事業

　建設事業におきましては、不動産営業店舗「ピタットハウス」や不動産管理事業を行う「スターツアメニティー」

と連携し、地域に密着した営業を行う事により、地域のニーズに合った様々な商品をご提案させていただいておりま

す。「免震賃貸住宅」、「子育て支援賃貸住宅」、「女性専用賃貸住宅」等の受注も順調に推移しております。なお、引

き続き普及に力を注いでおります「免震構造の建物」の受注実績は累計で182棟となっております。

　当第３四半期連結会計期間の業績は、前連結会計年度から工事進行基準会計を適用したことによる反動によって売

上高は減少いたしましたが、コストダウンも積極的に行ってまいりました結果、売上高96億52百万円（前年同期比

12.6％減）、営業利益13億96百万円（前年同期比31.4％増）、受注残高は543億９百万円となりました。

②仲介・賃貸管理事業

　賃貸管理事業におきましては、地域に密着したワンストップサービスの営業展開により、不動産管理物件数も順調に

増加いたしております。前期末と比べますと、住宅全体で25,263戸増の345,773戸、駐車場全体で114,636台となり、ま

たビル・施設管理件数951件が加わり、管理業務に伴う管理手数料はほぼ順調に推移してまいりました。また、不動産

営業店舗「ピタットハウス」の一部では、「高齢者住生活アドバイザー」（社内資格）を導入するなど、高齢者の住

まい探しに関しましても、より深く相談に応じられるスペシャリストの育成にも取り組んでおります。

　引き続き営業費用の見直し等も積極的に行ってまいりました結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高141

億59百万円（前年同期比6.9％増）、営業利益15億75百万円（前年同期比45.0％増）となりました。

③分譲不動産事業

　当第３四半期連結会計期間におきましては、分譲戸建「クラシード八千代台南」（千葉県八千代市：総戸数19戸）

等の販売引渡しやＰＦＩ事業「中央区立人形町保育園等複合施設整備等事業」(東京都中央区)における保育園等の

施設の中央区への譲渡により、売上高12億24百万円（前年同期比19.2%減）、営業損失52百万円（前年同期営業損失２

億52百万円）となりました。また「アルファグランデ葛西五番街」（東京都江戸川区：総戸数27戸）の販売は計画ど

おり順調に進捗し、「成田中台分譲プロジェクト」（千葉県成田市：土地分譲105戸（予定））は、当連結会計年度中

の販売開始に向けて着々と準備を進めております。

④その他事業

　その他事業におきましては、400店舗（平成23年１月現在）を超える不動産営業店舗「ピタットハウス」のネット

ワーク店舗の経営指導に伴う収入やコンサルティング収入、住宅用鍵「シャーロック」の販売等は概ね順調に推移し

てまいりました。それに加えて、Webサイト「ＯＺmall」の110万人を超える会員、携帯サイト「ＯＺmall mobile」の

32万人を超える会員をターゲットとした有名ホテル・旅館・レストラン・ビューティーサロン等への送客サービス

システム「ＯＺプレミアムプラン」による手数料収入も引き続き堅調に推移しております。また、グアム・ゴルフリ

ゾート（米国）は、円高による日本からの渡航客増加もあり、国内のホテル・温泉旅館と同様に安定した稼動となっ
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ております。高齢者向け施設におきましても人員の強化によって、利用者の慣れ親しんだ環境を変えずに、より安心し

ていただけるサービスをご提供できるよう努めております。　

当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高39億83百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益３億68百万円（前年同期

比17.8％増）となりました。

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、第２四半期連結会計期間末と比べて69億22百

万円増加し234億97百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益25億37百万円、未成工事受入金の増加15億62百万

円等による資金の獲得の一方で、「新浦安分譲プロジェクト」用地の仕入れ等仕入債務の減少66億59百万円、法人税

等の支払13億21百万円、利息の支払３億34百万円等により、40億70百万円の資金を使用（前年同四半期は41億20百万

円の資金の増加）いたしました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入による支出５億７百万円、時間貸駐車場「ナビパーク」の新

規開設等有形固定資産の取得等により、10億25百万円の資金を使用（前年同四半期は11億32百万円の資金の使用）い

たしました。　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、既存借入の返済及び剰余金の配当等の一方で、銀行借入による「新浦安分譲

プロジェクト」用地取得資金等の新規調達により、121億41百万円の資金を獲得（前年同四半期は６億41百万円の資

金の使用）いたしました。

（3）資産、負債、純資産に関する分析

　当第３四半期連結会計期間末の総資産におきましては、前連結会計年度末と比べて、148億５百万円増加し、1,344億

29百万円となりました。これは、主に新浦安分譲プロジェクトに伴う仕入により、仕掛販売用不動産が増加したこと及

び未成工事受入金の増加に伴い現金及び預金が増加したことによるものであります。また負債におきましても、前連

結会計年度末と比べますと流動負債が14億９百万円増加し、固定負債におきましても、新浦安分譲プロジェクト仕入

に伴う調達等により、108億29百万円増加し、1,088億91百万円となっております。なお、有利子負債残高は764億66百万

円となり、前連結会計年度末と比べますと132億79百万円増加しておりますが、当連結会計年度末の有利子負債残高は

700億円を見込んでおります。

　また、純資産におきましては、剰余金の配当５億74百万円を行っておりますが、四半期純利益21億11百万円及びその

他有価証券評価差額金４億36百万円の増加等によって、前連結会計年度末と比べて25億65百万円増加し、255億38百万

円となりました。

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,170,000

計 100,170,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 47,986,866 47,986,866

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）　

単元株式数　500

株

計 47,986,866 47,986,866 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
　－ 47,986,866－　 4,474,217－　 4,110,174

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在　

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　　　129,500 － 　　　　　　　　－

完全議決権株式(その他) 普通株式　 47,798,000 95,596 　　　　　　　－

単元未満株式 普通株式 　　　59,366 － －

発行済株式総数 　　　　 　47,986,866 － －

総株主の議決権 － 95,596 －

　（注）　完全議決権株式（その他）の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数２個）含まれており

ます。

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

スターツコーポレーショ

ン株式会社

東京都中央区日本橋

三丁目４番10号
129,500 － 129,500 0.27

計 － 129,500 － 129,500 0.27

　

EDINET提出書類

スターツコーポレーション株式会社(E03945)

四半期報告書

11/32



２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４　月

５　月 ６　月 ７　月 ８　月 ９　月 10　月 11　月 12　月

最高（円） 380 373 324 330 330 318 302 330 355

最低（円） 335 308 300 293 298 296 288 285 308

（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、そ

れ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平

成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人日本

橋事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,733,340 21,376,727

受取手形及び売掛金 6,851,167 5,123,353

販売用不動産 10,854,734 11,460,255

仕掛販売用不動産 12,833,983 2,586,777

未成工事支出金 714,280 692,568

繰延税金資産 803,001 1,214,372

その他 3,012,963 5,669,466

貸倒引当金 △125,441 △136,964

流動資産合計 62,678,030 47,986,556

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 18,756,394

※1
 18,771,442

土地 32,119,997 31,967,950

その他（純額） ※1
 1,934,612

※1
 2,072,872

有形固定資産合計 52,811,004 52,812,266

無形固定資産

のれん 3,427,689 3,660,318

その他 1,035,297 1,173,171

無形固定資産合計 4,462,986 4,833,490

投資その他の資産

投資有価証券 8,508,844 8,014,087

繰延税金資産 1,848,004 2,024,071

その他 4,444,098 4,271,420

貸倒引当金 △323,062 △317,289

投資その他の資産合計 14,477,885 13,992,289

固定資産合計 71,751,875 71,638,045

資産合計 134,429,905 119,624,601
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金及び工事未払金 8,588,271 10,249,535

短期借入金 15,335,833 12,694,527

1年内返済予定の長期借入金 12,353,811 11,437,317

未払法人税等 733,621 2,861,117

賞与引当金 463,860 1,115,070

その他引当金 896,716 629,812

未成工事受入金 4,507,396 2,038,906

その他 9,215,620 9,659,144

流動負債合計 52,095,132 50,685,431

固定負債

長期借入金 48,776,356 39,054,894

退職給付引当金 1,324,272 1,047,261

役員退職慰労引当金 312,100 304,400

資産除去債務 756,764 －

再評価に係る繰延税金負債 800,487 800,487

その他 4,826,235 4,759,212

固定負債合計 56,796,216 45,966,256

負債合計 108,891,348 96,651,688

純資産の部

株主資本

資本金 4,474,217 4,474,217

資本剰余金 4,133,203 4,133,203

利益剰余金 11,471,534 9,854,609

自己株式 △55,708 △55,202

株主資本合計 20,023,245 18,406,827

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 860,796 424,423

土地再評価差額金 1,106,589 1,013,520

為替換算調整勘定 △398,957 △257,312

評価・換算差額等合計 1,568,428 1,180,631

少数株主持分 3,946,883 3,385,455

純資産合計 25,538,557 22,972,913

負債純資産合計 134,429,905 119,624,601
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 83,034,052 79,421,913

売上原価 61,474,621 55,144,294

売上総利益 21,559,430 24,277,618

販売費及び一般管理費 ※1
 16,742,032

※1
 17,227,802

営業利益 4,817,398 7,049,816

営業外収益

受取配当金 109,158 97,307

負ののれん償却額 9,368 －

その他 212,913 270,851

営業外収益合計 331,441 368,158

営業外費用

支払利息 916,910 957,631

その他 220,327 319,498

営業外費用合計 1,137,238 1,277,130

経常利益 4,011,600 6,140,844

特別利益

貸倒引当金戻入額 54,596 －

固定資産売却益 73,494 2,482

返品債権特別勘定戻入益 － 19,253

その他 15,646 38,855

特別利益合計 143,737 60,591

特別損失

固定資産除却損 136,867 129,218

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 289,569

補修工事負担金 － 216,600

投資有価証券評価損 50,108 －

その他 105,471 221,207

特別損失合計 292,447 856,595

税金等調整前四半期純利益 3,862,890 5,344,840

法人税、住民税及び事業税 1,258,327 2,288,255

法人税等調整額 472,301 316,376

法人税等合計 1,730,628 2,604,631

少数株主損益調整前四半期純利益 － 2,740,209

少数株主利益 599,652 628,916

四半期純利益 1,532,609 2,111,292
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 29,532,575 29,019,738

売上原価 21,985,157 20,012,203

売上総利益 7,547,418 9,007,535

販売費及び一般管理費 ※1
 5,441,307

※1
 5,706,573

営業利益 2,106,110 3,300,962

営業外収益

受取利息 － 28,901

為替差益 28,286 －

受取賃貸料 － 19,192

負ののれん償却額 3,122 －

その他 80,574 39,875

営業外収益合計 111,983 87,968

営業外費用

支払利息 297,223 375,082

その他 38,500 104,714

営業外費用合計 335,723 479,797

経常利益 1,882,370 2,909,134

特別利益

貸倒引当金戻入額 22,731 －

固定資産売却益 73,494 －

返品債権特別勘定戻入益 － 10,467

その他 7,736 5

特別利益合計 103,962 10,472

特別損失

固定資産除却損 53,816 43,370

補修工事負担金 － 216,600

投資有価証券評価損 38,253 －

その他 55,069 122,329

特別損失合計 147,140 382,299

税金等調整前四半期純利益 1,839,192 2,537,307

法人税、住民税及び事業税 229,244 824,521

法人税等調整額 715,195 381,692

法人税等合計 944,439 1,206,213

少数株主損益調整前四半期純利益 － 1,331,093

少数株主利益 217,187 269,436

四半期純利益 677,564 1,061,656
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 3,862,890 5,344,840

減価償却費 1,974,219 1,927,775

有形固定資産除売却損益（△は益） 91,222 169,476

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20,835 △24,348

賞与引当金の増減額（△は減少） △661,139 △671,210

退職給付引当金の増減額（△は減少） 96,370 277,010

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,743 7,700

受取利息及び受取配当金 △150,302 △165,901

支払利息 916,910 957,631

為替差損益（△は益） 110,748 241,898

投資有価証券評価損益（△は益） 50,108 27,041

売上債権の増減額（△は増加） 315,332 △1,606,031

たな卸資産の増減額（△は増加） 3,455,309 △9,721,274

仕入債務の増減額（△は減少） △5,031,622 △1,982,358

未成工事受入金の増減額（△は減少） △976,940 2,468,489

その他の流動資産の増減額（△は増加） 1,505,796 3,133,920

その他の流動負債の増減額（△は減少） 98,845 △234,874

その他 △363,131 51,777

小計 5,317,196 201,566

利息及び配当金の受取額 138,586 169,576

利息の支払額 △860,704 △928,030

法人税等の支払額 △1,543,014 △4,367,055

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,052,064 △4,923,943

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △22,374 △2,122,670

定期預金の払戻による収入 24,520 330,000

有形固定資産の売却による収入 1,304,306 84,659

有形固定資産の取得による支出 △1,266,835 △943,940

投資有価証券の売却による収入 296,275 254,910

投資有価証券の取得による支出 △2,249,661 △215,818

貸付けによる支出 △1,181,487 △910,197

貸付金の回収による収入 1,223,970 888,119

関係会社株式の取得による支出 △10,513 △34,967

その他 △334,544 △416,980

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,216,345 △3,086,886
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,188,992 3,241,305

長期借入れによる収入 7,356,000 18,529,000

長期借入金の返済による支出 △10,019,114 △8,531,043

配当金の支払額 △543,599 △550,570

少数株主への配当金の支払額 △76,868 △76,255

その他 △160 △505

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,094,752 12,611,930

現金及び現金同等物に係る換算差額 △156,513 △383,543

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,415,546 4,217,557

現金及び現金同等物の期首残高 18,027,940 19,042,367

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

28,825 237,806

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 16,641,219

※1
 23,497,731

EDINET提出書類

スターツコーポレーション株式会社(E03945)

四半期報告書

19/32



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 （1）連結の範囲の変更

　第１四半期連結会計期間より、株式会社スターツ総合研究所、エスティーメ

ンテナンス株式会社、賃住保証サービス株式会社は重要性が増したため、連結

の範囲に含めております。

　また、連結子会社でありましたアーバンコントロールズ株式会社は、平成22

年４月１日にスターツファシリティーサービス株式会社(連結子会社）と合

併いたしました。そのため、連結の範囲から除外しております。

（2）変更後の連結子会社数

　35社　

 ２．会計処理基準に関する事項の変更 （1）資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益がそれぞれ

62,990千円減少し、税金等調整前四半期純利益が352,559千円減少しておりま

す。

（2）企業結合に関する会計基準等の適用

　第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基

準第21号　平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会

計基準第22号　平成20年12月26日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月

26日）を適用しております。　
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

①　前第３四半期連結累計期間において営業外収益の「負ののれん償却額」として掲記されたものは、重要性が乏しく

なったため、当第３四半期連結累計期間より「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結累計期間

の営業外収益の「その他」に含まれる「負ののれん償却額」は9,181千円であります。

②　前第３四半期連結累計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「返品債権特別勘定戻入

益」は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「返品債権特別勘定戻入益」は2,267千円であります。　

③　前第３四半期連結累計期間において特別損失の「投資有価証券評価損」として掲記されたものは、重要性が乏しく

なったため、当第３四半期連結累計期間より「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結累計期間

の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は27,041千円であります。

④　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

（四半期連結損益計算書）

①　前第３四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取利息」は、営業外収

益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期連

結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取利息」は18,770千円であります。　

②　前第３四半期連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「受取賃貸料」は、営業外

収益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、前第３四半期

連結会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取賃貸料」は11,829千円であります。

③　前第３四半期連結会計期間において営業外収益の「負ののれん償却額」として掲記されたものは、重要性が乏しく

なったため、当第３四半期連結会計期間より「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結会計期間

の営業外収益の「その他」に含まれる「負ののれん償却額」は2,935千円であります。

④　前第３四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「返品債権特別勘定戻入

益」は、特別利益総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。なお、

前第３四半期連結会計期間の「その他」に含まれる「返品債権特別勘定戻入益」は2,267千円であります。

⑤　前第３四半期連結会計期間において特別損失の「投資有価証券評価損」として掲記されたものは、重要性が乏しく

なったため、当第３四半期連結会計期間より「その他」に含めて表示しております。なお、当第３四半期連結会計期間

の特別損失の「その他」に含まれる「投資有価証券評価損」は25,342千円であります。

⑥　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第

３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。
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【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２.棚卸資産の評価方法 　棚卸資産の簿価切下げにつきましては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。

３.法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を

重要なものに限定する方法によっております。繰延税金資産の回収可能性の

判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められる場合に、前連結会計年度決算におい

て使用した将来のタックス・プランニングを利用する方法によっておりま

す。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は13,593,898千円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は12,189,441千円で

あります。

─────────　
　

　２　保証債務

　連結会社以外の金融機関等からの借入に対し、債務保

証を行っております。

エスティーメンテナンス㈱ 40,000千円

計 40,000千円

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　給与手当 5,747,257千円

　賞与 1,206,646千円

　賞与引当金繰入額 288,280千円　

　貸倒引当金繰入額 14,345千円

　退職給付費用 267,545千円

　給与手当 5,998,983千円

　賞与 1,368,482千円

　賞与引当金繰入額 286,342千円　

　貸倒引当金繰入額 5,782千円

　退職給付費用 395,832千円

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　給与手当 1,843,857千円

　賞与 166,526千円

　賞与引当金繰入額 288,280千円

　貸倒引当金繰入額 4,617千円

　退職給付費用 96,503千円

　給与手当 1,974,595千円

　賞与 265,209千円

　賞与引当金繰入額 286,342千円

　貸倒引当金繰入額 10,671千円

　退職給付費用 130,643千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成21年12月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

※１　現金及び現金同等物の四半期期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係　

　　　　　　　　　　　　　　（平成22年12月31日現在）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（千円）

現金及び預金勘定

投資有価証券　

18,738,148

304,943　

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,401,871

現金及び現金同等物 16,641,219

　

現金及び預金勘定

投資有価証券　

27,733,340

162,444　

預入期間が３か月を超える定期預金 △4,398,054

現金及び現金同等物 23,497,731
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（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　　　　　　47,986,866株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　　　　　　　　　 130,282株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　　配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり　配
当額　（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月14日

取締役会
普通株式 287,148 6

平成22年３月31日

　
平成22年６月25日利益剰余金

平成22年11月５日　

取締役会
普通株式 287,141 6 平成22年９月30日

平成22年12月６日

　
利益剰余金　
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

仲介・賃貸
管理事業
（千円）

分譲不動産
事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 11,044,73813,243,5361,514,2823,730,01829,532,575 － 29,532,575

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
518,340251,996 344 1,663,1972,433,879△2,433,879 －

計 11,563,07913,495,5321,514,6275,393,21531,966,455△2,433,87929,532,575

営業利益又は営業損失（△） 1,062,6711,086,352△252,685312,5732,208,912△102,8012,106,110

前第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

 
建設事業
（千円）

仲介・賃貸
管理事業
（千円）

分譲不動産
事業
（千円）

その他事業
（千円）

計（千円）
消去又は全
社（千円）

連結
（千円）

売上高 　 　 　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 28,943,01539,610,1623,823,18510,657,68983,034,052 － 83,034,052

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,972,696829,457 935 4,636,1987,439,287△7,439,287 －

計 30,915,71140,439,6203,824,12015,293,88890,473,340△7,439,28783,034,052

営業利益又は営業損失（△） 2,642,7363,041,847△959,008570,7075,296,283△478,8844,817,398

　（注）１. 事業区分及び事業の内容

　当社の事業区分の方法は事業の種類により次のようにセグメンテーションしております。

(1）建設事業

建設受注による賃貸住宅等の施工及び注文住宅建築・リフォーム工事の請負

(2）仲介・賃貸管理事業

不動産売買等の仲介及び管理並びに不動産の賃貸

(3）分譲不動産事業

住宅等の分譲

(4）その他事業

出版事業、物販事業、飲食店の経営、証券業、信託業、不動産店舗の経営指導、旅行代理店、ホテル・旅館業、投

資法人運用業、セキュリティー事業、介護・保育事業他

２．会計処理の方法の変更 

　 前第３四半期連結累計期間　

　　　　（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２.に記載のとおり、第１四半期連結会

計期間より、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。この変

更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の「建設事業」において、売上高が

81億56百万円、営業利益が19億56百万円それぞれ増加しております。

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地セグメント情報の

  記載を省略しております。　　
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【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日　至平成21年12月31日）及び前第３四半期連結累計期間（自

平成21年４月１日　至平成21年12月31日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　

　

【セグメント情報】

　１．報告セグメントの概要

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間（自平成

22年10月１日　至平成22年12月31日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、持株会社としてグループ本部の機能とともに各社事業をサポートし、各事業会社は取り扱う商品・サービス

によって、「建設事業」「仲介・賃貸管理事業」「分譲不動産事業」と、その事業基盤を活かし地域に密着した「そ

の他事業」を行っております。

　従って、当社は取り扱う商品・サービス別のセグメントから構成されており、「建設事業」「仲介・賃貸管理事業」

「分譲不動産事業」「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。

　「建設事業」は、建設受注による賃貸住宅等の施工及び注文戸建住宅建設・リフォーム工事の請負を行っておりま

す。「仲介・賃貸管理事業」は、不動産売買及び賃貸借の仲介、不動産の管理並びに賃貸を行っております。「分譲不

動産事業」は、住宅等の分譲を行っております。「その他事業」は、出版事業、物販事業、飲食店の経営、証券業、不動産

店舗の経営指導、旅行代理店、ホテル・旅館事業、投資法人運用業、セキュリティー事業、介護・保育事業、コンサル

ティング業等を行っております。

　２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）　

　 建設事業
仲介・賃貸管理

事業
分譲不動産事業 その他事業 計　

調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 23,445,23041,642,4692,594,03411,740,17979,421,913 － 79,421,913

セグメント間の内部売上高

又は振替高
1,595,524807,613 1,5014,050,3476,454,987△6,454,987 －

計 25,040,75442,450,0822,595,53515,790,52785,876,900△6,454,98779,421,913

セグメント利益又は損失

（△）
2,207,6024,351,748△248,784907,0827,217,649△167,8337,049,816

当第３四半期連結会計期間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

　 建設事業
仲介・賃貸管理

事業
分譲不動産事業 その他事業 計　

調整額

（注）１

四半期連結損益

計算書計上額

（注）２

売上高 　 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,652,60114,159,3631,224,2883,983,48429,019,738 － 29,019,738

セグメント間の内部売上高

又は振替高
343,757262,202 1,1821,450,9222,058,065△2,058,065 －

計 9,996,35914,421,5661,225,4715,434,40631,077,804△2,058,06529,019,738

セグメント利益又は損失

（△）
1,396,6871,575,396△52,371 368,2613,287,97312,988 3,300,962

（注）１.セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。

　　　２.セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（追加情報）

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21

日）を適用しております。　

 (資産除去債務関係）　

貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

　当社は、賃貸借契約に基づき使用する一部の事務所等について、退去時における原状回復に係る債務を有しております

が、当該債務に関する賃貸資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されていないことから、資産除去債

務を合理的に見積もることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 451.17円 １株当たり純資産額 409.28円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 32.02円 １株当たり四半期純利益金額 44.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 1,532,609 2,111,292

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 1,532,609 2,111,292

期中平均株式数（千株） 47,858 47,857

前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 14.16円 １株当たり四半期純利益金額 22.18円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純利益（千円） 677,564 1,061,656

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 677,564 1,061,656

期中平均株式数（千株） 47,858 47,856

　

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

　　

２【その他】

　第39期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月５日開催の取締役会に

おいて、平成22年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　287,141千円　

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ６円00銭　

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　 　　　　　平成22年12月６日　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月15日

スターツコーポレーション株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員　

 公認会計士 千葉　茂寛　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　均　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

スターツコーポレーション株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターツコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成21年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

（注）２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月10日

スターツコーポレーション株式会社

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所

 
指定社員
業務執行社員　

 公認会計士 千葉　茂寛　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 渡邉　均　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

スターツコーポレーション株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計

期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スターツコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日

現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半

期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認め

られなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

（注）２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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